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公 示

入札及び契約心得の一部を、別添のとおり改正しますので、お知らせします。

添付書類：新旧対照表



改 正 後 改 正 前

入札及び契約心得（地方調達） 入札及び契約心得（地方調達）

別紙様式第１３ 別紙様式第１３

委託契約条項 委託契約条項

第１条～第３３条 ［略］ 第１条～第３３条 ［同左］

（知的財産権等の定義） （知的財産権等の定義）

第３４条 ［略］ 第３４条 ［同左］

２～４ ［略］ ２～４ ［同左］

［項を削る。］ ５ この契約書において「研究開発等」

とは、研究、開発、改良、設計（設

計変更を含む。）、試験、調査及び

その他の委託性のある業務をいう。

５ この契約書において「乙の固有の ［項を加える。］

技術資料」とは、甲に知的財産権が

帰属しない技術資料（乙が第三者か

ら提供を受けた技術資料を含む。）

のうち、新研究成果に該当しないも

のをいう。

（新研究成果の報告）

［条を削る。］ 第３５条 乙は、この契約に基づく業

務のうち、研究開発等であって、そ

の履行に当たり甲の承認を得、甲と

調整し、又は甲に報告することが、

仕様書等で定められたものにおい

て、新たに得られた新研究成果があ

った場合には、甲と調整の上、遅滞

なくその旨を甲に報告しなければな

らない

（知的財産権の帰属） （知的財産権の帰属）

第３５条 甲は、乙が次の各号、第３ 第３６条 甲は、前条の報告後乙が次

項及び第４項、次条から第４０条ま の各号、第４項、第３８条から第４

で並びに第４９条の規定のいずれも １条まで及び第４９条の規定のいず

遵守することを確約して、新研究成 れも遵守することを確約して、新研

果についての知的財産権を継続して 究成果についての知的財産権を継続

自らに帰属させたい旨の申請を甲に して自らに帰属させたい旨の申請を

書面（別記様式１）で提出し、甲が 甲に書面（別記様式１）で提出し、

自ら当該権利を保有することが必要 甲が自ら当該権利を保有することが

ないと判断したときには、当該権利 必要ないと判断したときには、当該



を乙から譲り受けないことを承認す 権利を乙から譲り受けないことを承

るものとする。また、乙は、第２号 認するものとする。また、乙は、第

において甲又は甲の指定する第三者 １号において甲又は甲の指定する第

に知的財産権を許諾した場合には、 三者に知的財産権を許諾した場合に

甲又は甲の指定する第三者の円滑な は、甲又は甲の指定する第三者の円

権利の実施に協力する。 滑な権利の実施に協力する。

⑴ 乙は、新研究成果が得られた場 ［号を加える。］

合には、遅滞なく、甲に当該新研

究成果を報告する。

⑵～⑸ ［略］ ⑴～⑷ ［同左］

２ 甲は、乙が前項で規定する書面を ２ 甲は、乙が前項で規定する書面を

提出しない場合、又は前項の規定に 提出しない場合、又は前項の規定に

より知的財産権を乙から譲り受けな より知的財産権を乙から譲り受けな

いことを承認しない場合、乙から当 いことを承認しない場合、乙から当

該知的財産権（著作権法第２７条及 該知的財産権を譲り受けるものとす

び第２８条に掲げる権利を含む。） る。

を譲り受けるものとする。

３ 乙は第１項の書面を提出したにも ３ 乙は第１項の書面を提出したにも

かかわらず同項各号の規定のいずれ かかわらず同項各号の規定のいずれ

かを満たしておらず、更に満たして かを満たしておらず、更に満たして

いないことについて正当な理由がな いないことについて正当な理由がな

いと甲が認める場合、当該知的財産 いと甲が認める場合、当該知的財産

権（著作権法第２７条及び第２８条 権を無償で甲に譲渡しなければなら

に掲げる権利を含む。）を無償で甲 ない。

に譲渡しなければならない。

４・５ ［略］ ４・５ ［同左］

（乙に帰属する著作物の公表の承認等） （著作物の取扱い）

第３６条 乙は、前条第１項の規定に 第３７条 乙は、契約書又は仕様書等

基づき甲が著作権を譲り受けないと の定めるところにより甲に提出され

した新研究成果の内容を、公表又は た著作物（乙の固有の技術資料（乙

第三者に開示（口述によるものを含 が第三者から提供を受けた技術資料

む。また、次条に規定する産業財産 を含む。以下同じ。）を除く。）に

権の出願又は設定登録の申請に伴う ついて、著作者人格権を行使しない

ものを除く。以下、この条において ものとする。また、乙は、当該著作

同じ。）しようとするときは、事前 物の著作者が乙以外の者であるとき

に甲の承認を書面（別記様式２）に は、当該著作者が著作者人格権を行

より申請しなければならない。この 使しないよう必要な措置をとるもの

場合において、乙は、仕様書等の定 とする。

めにより既に甲に報告したものを除 ２ 乙は、この契約の履行において生

き、公表又は第三者に開示しようと じた著作物及びその二次的著作物の

している著作物を当該書面に添える 公表に際し、研究委託性のある請負

ものとする。ただし、前条第１項に 契約による成果である旨を明示する

基づき乙が申請した際に確約した同 ものとする。

項第２号又は第３号の規定に基づ



き、甲が乙に甲の指定する第三者へ

の開示を求めた場合においては、既

に当該甲の承認を得たものとして見

なす。

２ 乙は、前項の規定に基づく申請に

対する甲の承認を得た後でなけれ

ば、前条第１項の規定に基づき甲が

著作権を譲り受けないとした新研究

成果の内容を公表又は第三者に開示

してはならない。また、乙は、当該

承認を受けたからといって、他の契

約条項の定めを免れ得るものと捉え

てはならない。

３ 前２項の規定は、既に当該新研究

成果が公となっている場合及び乙が

この契約に係る業務の全部又は一部

を請け負わせた第三者に開示する場

合において、適用しない。また、当

該著作権の及ぶ新研究成果に秘密等

が含まれない場合であって、第三者

への開示が当該知的財産権の活用に

支障を及ぼすおそれがない場合とし

て産業技術力強化法施行令第２条第

３項で定める場合に準じる場合であ

るとき、乙は、第２項の申請に替え

て第三者に開示したことを遅滞なく

甲に報告するものとし、甲による承

認を要しない。ただし、開示先の第

三者が国外の企業その他団体である

場合、乙は、甲と事前に調整しなけ

ればならない。

４ 乙は、この契約の履行において生

じた著作物及びその二次的著作物の

公表に際し、研究委託性のある請負

契約による成果である旨を明示する

ものとする。

５ 前条第１項の規定に基づき甲が著

作権を譲り受けないとした新研究成

果の二次的著作物は、前条第１項の

規定に基づき甲が著作権を譲り受け

ないとしたこの契約の新研究成果と

見なす。

（乙に帰属する産業財産権の出願に係 （産業財産権の出願に係る承認等）

る承認等）



第３７条 乙は、この契約に係る産業 第３８条 乙は、この契約に係る産業

財産権の出願又は設定登録の申請を 財産権の出願又は申請を行う場合

行う場合は、事前に書面（別記様式 は、事前に書面で甲の承認を得るも

３）により甲の承認を申請しなけれ のとし、当該出願又は申請を行った

ばならない。この場合において、乙 後、遅滞なく産業財産権出願通知書

は、出願又は設定登録の申請を行お （別記様式２）を甲に提出しなけれ

うとしている発明等の内容について ばならない。

報告する以下の各号に掲げる資料 ２ 乙は、前項に係る産業財産権の出

（ただし、秘密等を含まないものに 願を行う場合は、特許法施行規則（昭

限る。）を当該書面に添えるものと 和３５年通商産業省令第１０号）第

する。 ２３条第６項及び同規則様式第２６

⑴ 特許出願の場合は、発明の概要 備考２３等を参考にして、当該出願

を説明する資料並びに特許法（昭 書類に産業技術力強化法（平成１２

和３４年法律第１２１号）第３６ 年法律第４４号）第１７条第１項に

条に規定する願書、明細書、特許 規定する特定研究開発等成果に係る

請求の範囲、図面及び要約書 出願である旨を記載しなければなら

⑵ 実用新案登録出願の場合は、考 ない。

案の概要を説明する資料並びに実 ３ 乙は、第１項に係る産業財産権の

用新案法（昭和３４年法律第１２ 出願又は申請に関して設定の登録等

３号）第５条に規定する願書、明 を受けた場合には、遅滞なく、登録

細書、実用新案登録請求の範囲、 通知書（別記様式３）を甲に提出し

図面及び要約書 なければならない。

⑶ 意匠登録出願の場合は、意匠の

概要を説明する資料並びに意匠法

（昭和３４年法律第１２５号）第

６条に規定する願書及び図面若し

くは図面に代わる写真

⑷ 回路配置利用権の設定登録の申

請の場合は、半導体集積回路の回

路配置に関する法律（昭和６０年

法律第４３号）第３条第２項に規

定する申請書並びに同条第３項に

規定する図面若しくは写真、説明

書及び資料

２ 甲は、前項に基づく承認の申請の

内容が発明の特許出願である場合に

おいて、当該発明の内容が経済施策

を一体的に講ずることによる安全保

障の確保の推進に関する法律（令和

４年法律第４３号。以下「経済安全

保障推進法」という。）第７０条第

１項に規定する保全指定を受けるこ

とを想定するのであれば出願を承認

できると判断する場合、乙に対して

同法第６６条第２項前段の規定によ



る申出を出願とともに行い、同法第

７０条第１項に規定する保全指定を

受けることを想定した特許出願を行

うこと及び第５条第４項の規定に従

うことに同意するか、書面にて問う

ものとする。

３ 前項に基づく甲の問いに対し、乙

が同意する旨書面にて回答した場

合、乙は、甲の指示に基づき、内閣

府・経済産業省関係経済施策を一体

的に講ずることによる安全保障の確

保の推進に関する法律に基づく特許

出願の非公開に関する命令（令和５

年内閣府・経済産業省令第５号）第

２条第１項に規定する申出書その他

必要な書類を作成し、甲に提出しな

ければならない。

４ 第２項に基づく甲の問いに対し、

乙が同意しない旨書面にて回答した

場合、乙は、甲の指示に基づき、経

済安全保障推進法第７０条第１項に

規定する発明に該当しないよう出願

内容を修正し、それを甲に提出しな

ければならない。

５ 甲は、必要に応じて乙に出願内容

の修正を指示することができ、また、

乙は、甲の指示に基づき出願内容を

修正の上、その出願内容を甲に提出

しなければならない。また、前項の

規定に基づく修正を含め、乙が第１

項の規定に基づき甲の承認を申請し

たときに添えた発明等の内容を修正

し、それを甲に提出した場合には、

甲は、乙が提出した修正後の発明等

の内容を第１項の規定に基づく乙の

申請に添えられたものとして取扱

う。

６ 乙は、第１項に基づく甲への申請

に対する甲の承認を得た後でなけれ

ば、第３５条第１項の規定に基づき

甲が産業財産権を譲り受けないとし

た新研究成果に関する産業財産権の

出願又は設定登録の申請を行っては

ならない。また、乙は、当該承認を

受けたからといって、他の契約条項



の定めを免れ得るものと捉えてはな

らない。

７ 第２項に基づく甲の問いに対し乙

が同意する旨書面にて回答していた

場合において、乙は、前項の出願を

行うとき、当該出願とともに第３項

で作成した申出に係る書類を用いて

経済安全保障推進法第６６条第２項

前段の規定による申出を行わなけれ

ばならない。

８ 乙は、第６項に係る産業財産権の

出願を行う場合は、特許法施行規則

（昭和３５年通商産業省令第１０号）

第２３条第６項及び同規則様式第２

６備考２３等を参考にして、当該出

願書類に産業技術力強化法（平成１

２年法律第４４号）第１７条第１項

に規定する特定研究開発等成果に係

る出願である旨を記載しなければな

らない。

９ 第２項に該当する場合において、

乙は、当該発明の内容を、経済安全

保障推進法第６７条第１項に記載さ

れた発明に該当する可能性の程度が

高いものとして、適正に管理しなけ

ればならない。

（乙に帰属する産業財産権の出願後の

手続）

第３８条 乙は、前条第６項に規定す ［条を加える。］

る甲の承認を得た出願又は設定登録

の申請を行った場合には、遅滞なく、

産業財産権出願通知書（別記様式４）

を甲に提出しなければならない。

２ 乙は、前条第６項に規定する甲の

承認を得た出願が経済安全保障推進

法第６７条第１項における保全審査

に付された場合において、当該保全

審査に付されたことの通知を受けた

とき、その旨を甲に通知しなくては

ならない。また、乙は、同条第１０

項に規定する書類の提出その他必要

な措置を執らなければならない。

３ 乙は、前項における必要な措置と

して、自衛隊（自衛隊法（昭和２９



年法律第１６５号）第２条第１項に

規定する「自衛隊」をいう。）を経

済安全保障推進法第６７条第９項第

２号に規定する事業者として同項に

規定する書類に記載しなければなら

ない。

４ 乙は、前条第７項に基づき経済安

全保障推進法第６６条第２項前段の

規定による申出を行った場合におい

て、同法第７１条に基づく内閣総理

大臣からの保全指定しない旨の通知

を受けた場合は、速やかに、当該申

出をした特許出願を取り下げなけれ

ばならない。また、乙は、当該取り

下げについて甲に通知しなければな

らない。

５ 乙は、前条第６項に規定する甲の

承認を受けた出願が経済安全保障推

進法第７０条第１項における保全指

定された旨の通知及び同法第７７条

第２項における保全指定を解除した

旨の通知を受けた場合、その旨を甲

に速やかに通知しなければならな

い。

６ 乙は、前項における保全指定され

た旨の通知を受けた場合、経済安全

保障推進法の定めを遵守し、指定特

許出願人として必要な措置を執らな

ければならない。

７ 乙は、第５項の保全指定をされた

場合において、甲が当該保全指定を

受けた発明を実施したい旨を乙に通

知したとき、甲に対する経済安全保

障推進法第７３条第１項ただし書き

に規定する許可を得るための手続を

とらなければならない。

８ 乙は、第１項に係る産業財産権の

出願又は設定登録の申請に関して設

定の登録等を受けた場合には、遅滞

なく、登録通知書（別記様式５）を

甲に提出しなければならない。

（乙に帰属する技術資料の取扱い）

第３９条 乙は、第３５条第１項の規 ［条を加える。］

定に基づき甲が技術資料を利用及び



処分する権利を譲り受けないとした

新研究成果の内容を、この契約書若

しくは仕様書等に基づき提出する場

合又は同項に基づき乙が申請した際

に確約した同項第１号の規定に基づ

き甲に報告する場合において、当該

新研究成果に含まれる乙の固有の技

術資料について、その該当する箇所

を明示するものとする。

２ 第１項の規定における新研究成果

に関する技術資料で契約書又は仕様

書等の定めるところにより甲に提出

されたもの以外のもの（契約書又は

仕様書等の定めるところにより甲に

提出された技術資料に関係があるも

のに限る。）について、第４３条第

３項の規定を準用する。この場合に

おいて、当該規定により提出された

新研究成果に関する技術資料につい

ては、第３５条第１項の規定に基づ

き甲が技術資料を利用及び処分する

権利を譲り受けないとした新研究成

果に該当すると見なす。

３ 前２項の規定における新研究成果

に含まれる乙の固有の技術資料の甲

による利用について、第４３条第５

項から第７項までを準用する。

４ 第３５条第１項の規定に基づき甲

が技術資料を利用及び処分する権利

を譲り受けないとした新研究成果の

内容を、乙が公開又は第三者に開示

しようとするときは、第３６条第１

項から第３項までの規定を準用す

る。

（乙に帰属する知的財産権の移転） （知的財産権の移転）

第４０条 乙は、この契約に係る知的 第３９条 乙は、この契約に係る知的

財産権（その専用実施権等を含む。 財産権を甲以外の第三者に移転しよ

以下、この条において同じ。）を甲 うとする場合（当該知的財産権に秘

以外の第三者に移転しようとする場 密等が含まれない場合であって、合

合（当該知的財産権の及ぶ新研究成 併又は分割により移転する場合及び

果に秘密等が含まれない場合であっ 当該知的財産権の活用に支障を及ぼ

て、合併又は分割により移転する場 すおそれがない場合として産業技術

合及び当該知的財産権の活用に支障 力強化法施行令第２条第３項で定め

を及ぼすおそれがない場合として産 る場合を除く。）には、事前に移転



業技術力強化法施行令第２条第３項 承認申請書（別記様式４）を甲に提

で定める場合を除く。）には、事前 出し、承認を得るとともに、第３６

に移転承認申請書（別記様式６）を 条から第４１条まで及び第４９条の

甲に提出し、承認を得なければなら 規定の適用に支障を与えないよう当

ない。ただし、上記除かれる場合に 該第三者に約させなければならな

かかわらず、移転先の第三者が国外 い。

の企業その他団体である場合、乙は、 ２ 前項に基づき甲が承認した場合、

甲と事前に調整しなければならな 当該知的財産権に秘密等が含まれる

い。 際において、防衛省又は防衛装備庁

２ 前項の規定により承認を得ようと は乙が前項に係る移転を行う前に当

するとき、乙は、乙が行う第３５条 該第三者と秘密等の保全に関する契

から第４２条まで、第４９条及び第 約を締結しなければならない。

５１条の規定の履行に支障を与えな ３ 乙は前項の契約が必要な場合、当

いよう当該第三者に約させなければ 該契約が締結されたことを確認の

ならない。 上、第１項に係る移転を行うととも

３ 乙が第１項に基づき甲の承認を得 に、当該契約の有無によらず、移転

た場合において、当該知的財産権の を行なった場合には、遅滞なく、移

及ぶ新研究成果に秘密等が含まれる 転通知書（別記様式５）を甲に提出

ときは、乙は、防衛省又は防衛装備 しなければならない。

庁が移転先となる当該第三者と秘密 ４ 乙が第１項に係る移転を行った場

等の保全に関する契約を締結した後 合、当該知的財産権の移転を受けた

でなければ、移転してはならない。 者は、当該知的財産権について、第

４ 乙は、当該知的財産権の移転を行 ３６条第１項各号及び第３項から第

なった場合には、遅滞なく、移転通 ５項まで、第３７条から第４１条ま

知書（別記様式７）を甲に提出しな で、第４５条並びに第４６条の規定

ければならない。 を遵守するものとする。

５ 乙は、乙が第１項に係る移転を行

った場合、当該知的財産権の移転を

受けた者に、当該知的財産権につい

て、第３５条第１項各号及び第３項

から第５項まで、第３６条から第４

２条まで、第４９条並びに第５１条

の規定を遵守させるものとする。

（乙に帰属する知的財産権の実施許諾） （知的財産権の実施許諾）

第４１条 乙は、この契約に係る知的 第４０条 乙は、この契約に係る知的

財産権について甲以外の第三者に実 財産権について甲以外の第三者に実

施を許諾しようとする場合（当該知 施を許諾しようとする場合（当該知

的財産権の及ぶ新研究成果に秘密等 的財産権に秘密等が含まれない場合

が含まれない場合であって、合併又 であって、合併又は分割により移転

は分割により実施許諾先を変更する する場合及び当該知的財産権の活用

場合及び当該知的財産権の活用に支 に支障を及ぼすおそれがない場合と

障を及ぼすおそれがない場合として して産業技術力強化法施行令第２条

産業技術力強化法施行令第２条第３ 第３項で定める場合を除く。）には、

項で定める場合に準じる場合を除 事前に実施許諾承認申請書（別記様



く。）には、事前に実施許諾承認申 式６）を甲に提出し、承認を得ると

請書（別記様式８）を甲に提出し、 ともに、第３６条、第３７条、本条

承認を得るとともに、乙が行う第３ 及び第４９条の規定の適用に支障を

５条、第３６条、本条及び第５１条 与えないように当該第三者に約させ

の規定の履行に支障を与えないよう なければならない。

に当該第三者に約させなければなら ２ 乙は、この契約に係る知的財産権

ない。ただし、上記除かれる場合に について甲以外の第三者に専用実施

かかわらず、実施許諾先の第三者が 権等の設定を許諾しようとする場合

国外の企業その他団体である場合、 （当該知的財産権に秘密等が含まれ

乙は、甲と事前に調整しなければな ない場合であって、合併又は分割に

らない。 より移転する場合及び当該知的財産

なお、第３５条第１項に基づき乙 権の活用に支障を及ぼすおそれがな

が申請した際に確約した同項第２号 い場合として産業技術力強化法施行

又は第３号の規定に基づき、甲が乙 令第２条第３項で定める場合を除

に甲の指定する第三者への許諾を求 く。）は、専用実施権等設定承認申

めた場合においては、当該甲の承認 請書（別記様式７）を甲に提出し、

を得たものと見なす。この場合にお その承認を得るとともに、第３６条、

いて、乙は、「実施許諾承認申請書」 第３７条、本条及び第４９条の規定

とあるのを「実施許諾報告書」と読 の適用に支障を与えないよう当該第

み替えた書面により、甲に報告する 三者に約させなければならない。

ものとする。 ３ 防衛省又は防衛装備庁は、前２項

２ 乙は、この契約に係る知的財産権 に基づく承認をした場合、当該知的

について甲以外の第三者に専用実施 財産権に秘密等が含まれる際は、乙

権等を設定しようとする場合（当該 が第三者に前２項に係る許諾を行う

知的財産権の及ぶ新研究成果に秘密 前に、当該第三者と秘密等の保全に

等が含まれない場合であって、合併 関する契約を締結しなければならな

又は分割により専用実施権等の設定 い。

先を変更する場合及び当該知的財産

権の活用に支障を及ぼすおそれがな

い場合として産業技術力強化法施行

令第２条第３項で定める場合を除

く。）は、専用実施権等設定承認申

請書（別記様式９）を甲に提出し、

その承認を得るとともに、乙が行う

第３５条、第３６条、本条及び第５

１条の規定の履行に支障を与えない

よう当該第三者に約させなければな

らない。ただし、上記除かれる場合

にかかわらず、専用実施権等の設定

先の第三者が国外の企業その他団体

である場合、乙は、甲と事前に調整

しなければならない。

３ 乙が前２項に基づき甲の承認を得

た場合において、当該知的財産権の

及ぶ新研究成果に秘密等が含まれる



とき、乙は、防衛省又は防衛装備庁

が当該第三者と秘密等の保全に関す

る契約を締結した後でなければ、当

該許諾をしてはならない。

（乙に帰属する知的財産権の放棄） （知的財産権の放棄）

第４２条 乙は、この契約に係る知的 第４１条 乙は、この契約に係る知的

財産権を放棄する場合には、事前に 財産権を放棄する場合には、事前に

放棄承認申請書（別記様式１０）を 放棄承認申請書（別記様式８）を甲

甲に提出し、承認を得なければなら に提出し、承認を得なければならな

ない。乙は、当該放棄を行った後に い。乙は、当該放棄を行った後にそ

その内容を甲に報告するものとす の内容を甲に報告するものとする。

る。

（甲に帰属する著作物の取扱い）

第４３条 第３５条第２項又は第３項 ［条を加える。］

に該当する場合、乙は、甲の著作権

が及ぶ新研究成果について、乙がそ

の内容を公開又は第三者に開示しよ

うとする場合、あらかじめ甲の許諾

を得るものとする。ただし、既に当

該新研究成果が公となっている場合

は、この限りでない。また、乙が部

外転用（防衛省が開発等を行った装

備品等の部外転用に係る技術資料等

の利用等に関する手続について（防

装庁（事）第２９１号。３０．８．

８。以下「部外転用通達」という。）

第２項第３号に規定する部外転用を

いう。以下同じ。）のため公開又は

第三者に開示しようとしている場合

は、第４７条による。

２ 乙は、前項の規定に基づき甲の許

諾を得た後でなければ、当該新研究

成果の内容を公開又は第三者に開示

することができない。また、公開に

際しては、第３６条第５項の規定を

準用する。

３ 第３５条第２項又は第３項に該当

する場合、乙は、甲の著作権が及ぶ

新研究成果について、乙が防衛省又

は防衛装備庁に供する目的の場合に

おいて、複製、翻訳、変形、脚色そ

の他翻案することができる。ただし、

翻訳、変形、脚色その他翻案した二



次的著作物の著作権は、甲に譲渡す

るものとする。また、当該二次的著

作物は、この契約における新研究成

果と見なすものとする。

（甲に帰属する産業財産権の管理） （産業財産権の管理）

第４４条 第３５条第２項又は第３項 第４２条 第３６条第２項に該当する

に該当する場合、乙はこの契約に係 場合、乙はこの契約に係る産業財産

る産業財産権について、甲の要請に 権について、出願又は申請から権利

基づき、出願又は申請から権利の成 の成立に係る登録まで必要となる手

立に係る登録まで必要となる手続を 続を甲の名義（出願人名又は申請者

甲の名義（出願人名又は申請者名を 名を防衛装備庁長官とする。）によ

防衛装備庁長官とする。）により行 り行うものとする。

うものとする。 ２ 甲は、前項の場合においてこの契

２ 甲は、前項の場合においてこの契 約に係る産業財産権の成立に係る登

約に係る産業財産権の成立に係る登 録が日本国において行われたとき

録が日本国において行われたとき （ただし、日本国における登録が行

（ただし、日本国における登録が行 われたとき権利が成立していない他

われたとき権利が成立していない他 の外国の権利にあたっては、当該外

の外国の権利にあたっては、当該外 国において権利が成立したときとす

国において権利が成立したときとす る。）に、乙に対し、乙が当該産業

る。）に、乙に対し、乙が当該産業 財産権の出願又は申請、出願審査の

財産権の出願又は申請、出願審査の 請求及び権利の成立に係る登録まで

請求及び権利の成立に係る登録まで に要した全ての経費を支払うものと

に要した全ての経費を支払うものと する。

する。

３ 甲は、甲が承継した産業財産権の

実施の許諾について乙が求めた場

合、特に支障がない限りこれを許諾

するものとし、甲が承継した産業財

産権の実施料の支払いその他必要な

事項は、甲乙協議して定めるものと

する。ただし、乙が防衛省又は防衛

装備庁に供する目的である場合、甲

は、無償で乙に許諾できるものとす

る。

（職務発明規定の整備）

［条を削る。］ 第４３条 乙は、この契約の締結後速

やかに従業者又は役員（以下「従業

者等」という。）が行った発明等が

この契約を実施した結果得られたも

のであり、かつ、その発明等に至っ

た行為がその従業者等の職務に属す

る場合には、その発明等に係る知的



財産権が乙に帰属する旨の契約をそ

の従業者等と締結し、又はその旨を

規定する職務規程を定めなければな

らない。ただし、乙が知的財産権を

従業者等から乙に承継させる旨の契

約を乙の従業者等と既に締結し、又

はその旨を規定する勤務規則等を定

めており、これらをこの契約の実施

に適用できる場合は、この限りでは

ない。

（甲に帰属する技術資料の取扱い） （技術資料の取扱い）

第４５条 第３５条第２項又は第３項 第４４条 第３６条第２項に該当する

に該当する場合、契約書又は仕様書 場合、契約書又は仕様書等の定める

等の定めるところにより甲に提出さ ところにより甲に提出された技術資

れた技術資料の利用及び処分に関す 料の利用及び処分に関する権利は、

る権利は、甲が有する。ただし、当 甲が有する。ただし、当該技術資料

該技術資料に含まれている乙の固有 に含まれている乙の固有の技術資料

の技術資料は、その限りではない。 の利用及び処分に関する権利は、乙

２ 乙は、前項に規定する甲に提出さ が有する。また、乙が第三者から提

れた技術資料に含まれている乙の固 供を受けた技術資料のうち、引き続

有の技術資料について、その該当す き当該第三者に利用及び処分に関す

る箇所を明示するものとする。 る権利が帰属するものについては、

３ 甲は、この契約の履行中及び終了 当該第三者が権利を有する。

後５年間は、第３５条第２項又は第 ２ 乙は、甲に提出された技術資料に

３項に該当する新研究成果に関する 含まれている乙の固有の技術資料に

技術資料で契約書又は仕様書等の定 ついて、その該当する箇所を明示す

めるところにより甲に提出されたも るものとする。

の以外のもの（契約書又は仕様書等 ３ 甲は、この契約の履行中及び終了

の定めるところにより甲に提出され 後５年間は、新研究成果に関する技

た技術資料に関係があるものに限 術資料で契約書又は仕様書等の定め

る。）につき、必要に応じ、乙にそ るところにより甲に提出されたもの

の提出を求めることができるものと 以外のもの（契約書又は仕様書等の

し、乙が提出したときは、甲は乙に 定めるところにより甲に提出された

実費を支払うものとする。この場合 ものに関係があるものに限る。）に

において、乙が甲に提出した当該技 つき、必要に応じ、乙にその提出を

術資料は、第３５条第２項に該当す 求めることができるものとし、乙が

る新研究成果と見なし、その技術資 提出したときは、甲は乙に実費を支

料を利用及び処分する権利は、第１ 払うものとする。ただし、この期間

項のとおりとする。ただし、この期 は、仕様書等に別段の定めがある場

間は、仕様書等に別段の定めがある 合はこれによる。

場合はこれによる。 ４ 第１項の規定は、前項の規定によ

４ 第１項及び第２項の規定は、前項 り甲に提出された技術資料について

の規定により甲に提出された技術資 準用する。

料について準用する。 ５ 甲は、この契約の履行中及び終了



５ 甲は、この契約の履行中及び終了 後５年間は、契約書又は仕様書等の

後５年間は、契約書又は仕様書等の 定めるところにより甲に提出された

定めるところにより甲に提出された 乙の固有の技術資料につき、この契

乙の固有の技術資料につき、この契 約に関して防衛省（防衛装備庁を含

約に関して防衛省（防衛装備庁を含 む。以下この条及び次条において同

む。以下この条及び次条において同 じ。）が行う監督、検査、調査、試

じ。）が行う監督、検査、調査、試 験若しくはその結果の評価その他こ

験若しくはその結果の評価その他こ れに類する業務のため必要がある場

れに類する業務のため必要がある場 合は、その内容を防衛省の内部にお

合は、その内容を防衛省の内部にお いて利用し及び複製（当該技術資料

いて利用し及び複製（当該技術資料 のうち乙の指定するものの複製を除

のうち乙の指定するものの複製を除 く。）することができる。第３項た

く。）することができる。第３項た だし書の規定は、この項において準

だし書の規定は、この項において準 用する。

用する。 ６ 甲は、この契約の履行中及び終了

６ 甲は、この契約の履行中及び終了 後５年間は、前項の防衛省の行う業

後５年間は、前項の防衛省の行う業 務に必要な場合は、契約書若しくは

務に必要な場合は、契約書若しくは 仕様書等又は第３項の規定の定める

仕様書等又は第３項の規定の定める ところにより甲に提出された技術資

ところにより甲に提出された技術資 料に直接関連がある乙の固有の技術

料に直接関連がある乙の固有の技術 資料の閲覧、複製（乙の指定するも

資料の閲覧、複製（乙の指定するも のの複製を除く。）及びその内容の

のの複製を除く。）及びその内容の 防衛省の内部における利用について

防衛省の内部における利用について 乙の許諾を求めることができる。こ

乙の許諾を求めることができる。こ の場合において、複製を乙が行うと

の場合において、複製を乙が行うと きは、乙に実費を支払うものとする。

きは、乙に実費を支払うものとする。 第３項ただし書の規定は、この項に

第３項ただし書の規定は、この項に おいて準用する。

おいて準用する。 ７ 甲は、甲がこの契約の履行に当た

７ 甲は、甲がこの契約の履行に当た り知得した乙の固有の技術資料の内

り知得した乙の固有の技術資料の内 容のうち、乙の指定するものについ

容のうち、乙の指定するものについ ては、乙の承諾のない限り乙の指定

ては、乙の承諾のない限り乙の指定 する期間、第５項の防衛省の業務に

する期間、第５項の防衛省の業務に 関係のある防衛省の職員以外の者に

関係のある防衛省の職員以外の者に 漏らさないものとする。

漏らさないものとする。

（技術上の協力）

［条を削る。］ 第４５条 乙は、第３６条第１項第１

号及び第２号並びに第４４条第５項

及び第６項に基づき、防衛省又は防

衛省のために第三者が、知的財産権

を実施する場合において、乙が甲か

ら技術者の派遣その他の技術的な協

力を求められたときは、特に支障の



ない限り適正な条件でこれに応じな

ければならない。

（甲に帰属する技術資料の利用） （技術上の成果の利用）

第４６条 甲は、乙が、甲が承継した 第４６条 甲は、乙が、甲が承継した

技術資料の利用の許諾を求めた場合 知的財産権の実施の許諾を求めた場

は、部外転用通達に規定する手続に 合は、特に支障がない限りこれを許

基づき承認するものとし、甲が承継 諾するものとし、甲が承継した知的

した技術資料の利用料の支払いその 財産権の実施料の支払いその他必要

他必要な事項は、部外転用通達に規 な事項は、甲乙協議して定めるもの

定する部外転用契約により定めるも とする。

のとする。 ２ 前項にかかわらず、乙は、防衛省

２ 前項にかかわらず、乙は、防衛省 又は防衛装備庁に供する目的で、甲

又は防衛装備庁に供する目的で、甲 が承継した知的財産権を実施するこ

が承継した技術資料を無償で利用す とができる。

ることができる。

（甲に帰属する技術資料の開示又は公 （技術上の成果の開示又は公開）

開）

第４７条 乙は、部外転用のため、甲 第４７条 乙は、甲が有する知的財産

に帰属する技術資料の内容を第三者 権の対象となる発明等の内容を第三

に開示し、又は公開しようとする場 者に開示し、又は公開しようとする

合は、部外転用通達に規定する手続 場合は、あらかじめ甲の同意を得る

に基づき承認を申請するものとする ものとする。ただし、発明等につい

ては、当該発明等の内容が特許庁の

発行する公報に掲載公開された後又

はすでに公知の事実となったものと

して甲が指定した後は、この限りで

ない。

（成果の利用等）

第４８条 第３５条第１項の規定にか ［条を加える。］

かわらず、乙は、甲に提出された新

研究成果に係る知的財産権につい

て、甲による当該新研究成果の利用

に必要な範囲で、甲及び甲の指定す

る第三者が実施する権利を甲に無償

で許諾したものとする。

２ 乙は、契約書又は仕様書等の定め

るところにより甲に提出された著作

物（乙の固有の技術資料を除く。）

の甲及び甲が指定する第三者による

実施について、著作者人格権を行使

しないものとする。また、乙は、当

該著作物の著作者が乙以外の者であ



るときは、当該著作者が著作者人格

権を行使しないよう必要な措置をと

るものとする。

（技術上の協力）

第４９条 乙は、第３５条第１項第２ ［条を加える。］

号及び第３号、第４５条第５項及び

第６項並びに前条第１項に基づき、

甲及び甲が指定する第三者が知的財

産権を実施する場合において、乙が

甲から技術者の派遣その他の技術的

な協力を求められたときは、特に支

障のない限り適正な条件でこれに応

じなければならない。

（立証責任） （立証責任）

第５０条 第３９条及び第４５条に規 第４８条 第４４条に規定する技術資

定する技術資料が乙の固有の技術資 料が乙の固有の技術資料であるか否

料であるか否か及びこの契約に基づ か及びこの契約に基づく業務に従事

く業務に従事する乙の従業者等の職 する乙の従業者等の職務行為として

務行為として行った発明等が新研究 行った発明等が新研究成果に係るも

成果に係るものであるか否かにつき のであるか否かにつき甲乙間に争い

甲乙間に争いを生じた場合の立証責 を生じた場合の立証責任は、乙が負

任は、乙が負う。 う。

（知的財産権の使用実績） （知的財産権の使用実績）

第５１条 ［略］ 第４９条 ［同左］

（知的財産権の管理報告） （知的財産権の管理報告）

第５２条 乙は、次の各号の内容につ 第５０条 乙は、次の各号の内容につ

いて、知的財産管理報告書（別記様 いて、知的財産管理報告書（別記様

式１１）を作成し、納期までに甲に 式９）を作成し、納期までに甲に提

提出するものとする。 出するものとする。

⑴ 乙が知る限りにおいて、仕様書 ⑴ 乙が知る限りにおいて、仕様書

等で定める事項の遂行に当たり実 等で定める事項の遂行に当たり実

施した又は留意すべき知的財産権 施した又は留意すべき知的財産権

（出願又は申請中のものを含む。） （出願又は申請中のものを含む。）

⑵ 第３９条第１項で定める新研究 ⑵ 第４４条第１項で定める甲に提

成果に含まれる乙の固有の技術資 出された技術資料に含まれる乙の

料 固有の技術資料及び同条第５項で

⑶ 第４５条第１項で定める甲に提 定める乙の指定する技術資料

出された技術資料に含まれる乙の

固有の技術資料

⑷ 第３９条第２項及び第４５条第

５項から第７項までの規定におけ



る、乙の指定する技術資料

（職務発明規定の整備）

第５３条 乙は、この契約の締結後速 ［条を加える。］

やかに従業者又は役員（以下「従業

者等」という。）が行った発明等が

この契約を実施した結果得られたも

のであり、かつ、その発明等に至っ

た行為がその従業者等の職務に属す

る場合には、その発明等に係る知的

財産権が乙に帰属する旨の契約をそ

の従業者等と締結し、又はその旨を

規定する職務規程を定めなければな

らない。ただし、乙が知的財産権を

従業者等から乙に承継させる旨の契

約を乙の従業者等と既に締結し、又

はその旨を規定する勤務規則等を定

めており、これらをこの契約の実施

に適用できる場合は、この限りでは

ない。

（再委託における準用） （再委託における準用）

第５４条 ［略］ 第５１条 ［同左］

（存続条項） （存続条項）

第５５条 第３５条から第５１条まで 第５２条 第３５条から第４２条まで

の規定は、これらの規定又は仕様書 及び第４４条から第４９条までの規

等に期間についての別段の定めがあ 定は、これらの規定又は仕様書等に

るものを除き、この契約が終了し、 期間についての別段の定めがあるも

又はこの契約が解除された後におい のを除き、この契約が終了し、又は

ても存続する。ただし、それぞれの この契約が解除された後においても

知的財産権が消滅した場合、当該知 存続する。ただし、それぞれの知的

的財産権に係る部分については、こ 財産権が消滅した場合、当該知的財

の限りでない。 産権に係る部分については、この限

りでない。

第５６条～第６１条 ［略］ 第５３条～第５８条 ［同左］



別記様式１ 別記様式１



別記様式２ ［様式を加える。］

別記様式３ ［様式を加える。］



別記様式４ 別記様式２

別記様式５ 別記様式３



別記様式６ 別記様式４

別記様式７ 別記様式５



別記様式８ 別記様式６

別記様式９ 別記様式７



別記様式１０ 別記様式８

別記様式１１ 別記様式９



別紙様式第５０ 別紙様式第５０



















備考 表中の〔 〕の記載は注記である。


